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次世代インターネットの新基盤技術創出を目指した
IIJイノベーションインスティテュートの新技術公募

NEWS REPORT

Q. はじめに、IIJの設立背景と、これまで

の活動の特徴について簡単に教えてく

ださい。

設立は1992年で、昨年の12月で15周

年です。その頃は、WIDEプロジェクトが

産学共同研究プロジェクトとして日本で初

めて米国のインターネットに接続していま

したが、誰でも加入できる商用のインタ

ーネットサービスはまだ日本にはありませ

んでした。そこで、商用インターネットサ

ービスを行う母体として、ベンチャー起

業したのがIIJの始まりです。慶応義塾大

学の村井純教授（当時は東京大学助手）

が号令をかけて、主にエンジニアがお金

を持ちよって作った会社で、バックに大

企業がいるわけでもない、本当に草の根

ベンチャーとしてスタートしたのです。

商用でインターネットサービスを始める

には、国際通信も行うことになりますから、

当時は特別第二種電気通信事業者の免

許が必要でした。しかし、その認可がな

かなかおりずに苦労しました（※2）。ベンチ

ャー企業が国際通信も含めた通信事業を

始めるような例がなかったので、「向こう

3年間収入がなくても、きちんとサービス

を継続できる安定した事業基盤を持て」

と言われました。つまり、それだけのお

金を用意しろということです。そう言われ

てもエンジニアの私たちには、そんな規

模の資金は用意できません。それで、な

かなかサービスが始められなかったので

す。IIJ創業時を語る際に社長の鈴木が

よく使うエピソードですが、当時の技術

者はサービス開始まで給料なしで働いて

いたことになっています。実は、これはち

ょっと大げさに言っていて、本当に出な

かったのは給料3か月分と2回のボーナ

スだけです。しかもそれは後日きっちり払

っていただきました（笑）。

免許が取得できないまま、まずは1993

年の11月に国内限定のインターネット接

続サービスを始めました。国内はIPで、

国際区間はダイヤルアップで米国大手ISP

だったUUNETのサーバーにUUCPで接

続し、メールやニュースを交換するという

もので、国際通信でもダイヤルアップ接続

なら、一般の第二種通信事業者として、

届け出をするだけでサービスが開始でき

ました。その後、1994年2月にようやく特

別第二種の免許がとれ、本格的にインタ

ーネット接続サービスを開始しました。設

立から1年以上かかったということです。

その後、規模が大きくなるにつれてキ

ャリアから借りる回線が足りなくなってき

ました。その当時のキャリアは、インター

ネットのようなものすごいトラフィックを持

つユーザーを想定していなかったので、

サービス化されていた専用線サービスの

帯域は最大でも6メガまでという時代で

した。しかし、それでは足りないので6メ

ガを何本も束ねて使ったり、こちらから

お願いして、もっと広帯域のサービスを作

ってもらったりしました。そんなことを繰

り返すうちに、こんなことなら回線設備ま

で自前で持ったほうが将来的によいだろ

うとうことになり、トヨタ、ソニーとアライア

ンスを組んで「クロスウェイブコミュニケ

ーションズ」という第一種電気通信事業者

を立ち上げたのが1998年のことでした。

今では光ファイバーを他社から借りて

通信事業を行うことは特殊なことではな

くなりましたが、この当時、I R U

（indefeasible right of user：破棄し得な

い使用権）という方法で調達したダークフ

ァイバーのみを使って、データ通信専用

のキャリアとして通信事業を始めたのは、

かなり先進的だったと思います。広域

LANという名前で、広域イーサネットサ

日本のインターネット黎明期を支えたインターネットイニシアティブ（IIJ）が、次世代のインターネットを担う

新技術の開発と事業化を支援するインキュベーション事業「IIJイノベーションインスティテュート」を開始。

革新的な技術のアイデアを持った人材を広く一般から募集（※1）。取締役副社長の浅羽登志也氏にお話を伺った。

特別インタビュー

株式会社インターネットイニシアティブ
取締役副社長　浅羽登志也氏
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ービスを最初に提供したのもクロスウェイ

ブです。

Q. IIJグループ発の技術で、日本のインフ

ラに影響を与えたものはありますか？

どこよりも早く一番太い日米回線をひ

き、国内最大規模のインターネットバック

ボーンを構築してきたことでしょう。海外

のISPともいち早くピアリングしながら、

日本のインターネット基盤を整備してきま

した。クロスウェイブでは、レイヤー2ス

イッチを用いた広域イーサネットサービス

を世界で初めて提供しました。また、

NTTがインターネット事業を始めるときに

研修などのサポートをしたり、セキュリテ

ィー系では、ファイアウォールサービスも

日本で最初に始めています。インターネッ

トをダイヤルアップで接続するためのPPP

ソフトウェアも当初はありませんから、自

社で開発し、世の中に普及させたわけで

す。日本のインターネット関連ソフトウェア

開発を、裏から支え続けてきたと言える

かもしれません。

Q. 「IIJイノベーションインスティテュート」

は、どのようなものですか？

起業をサポートするインキュベーション

事業ですが、ターゲットにするのはインタ

ーネット上のサービス基盤に近いところ

です。単にお金を出すだけでなく、技術

的な支援も行うところが、ベンチャーキ

ャピタルの言うインキュベーションとは少

し違います。アイデアを持っているが、そ

れについてソフトウェア開発なり技術的

検証なりをすることができないでいる人

に環境を提供し、最終的には事業化する

ところまでサポートします。

たとえば、プログラミングの知識はある

がシステム構築の知識はそれほどないと

いう場合にはその部分をサポートします

し、個人では用意できないテスト環境な

ども提供します。ある程度できたら、ベ

ンチャーキャピタルが出資する形で事業

会社もしくはその準備会社を立ち上げて

それを大きくしてもらう、その前段階の部

分をサポートします。

Q. どのような人に応募してもらいたいで

すか。応募資格などはありますか？

学歴などは問いません。重要なのはア

イデアと熱意です。日本語で応募してもら

いますが、国籍は限定していません。学

生で、大学をやめてくるとか卒業して来

るという場合もあるでしょう。または、企

業に所属していてよいアイデアを持って

いるのだが、会社の方針にあわないので

その開発ができないし、会社をやめてし

まったら生活できないというような場合で

すね。

アイデアを採用した場合は、2年間の契

約社員という形態で給料を支払います。

ただし、元の会社は辞めてから来ていた

だく形になります。応募は個人で、10案

件程度を採用する予定です。

Q. 公募対象となる技術領域についてウェ

ブなどで図が出ていますが（図参照）、

これにマッピングされるようなもので

ないといけないのでしょうか？

必ずしもそうではありません。募集に

あたっては、この図に書いてあることをど

う解釈するかをまず書いて欲しいとして

います。それは、ここが違うとか、こんな

のはあり得ないとか、自分だったらこう思

うといったことでもよいのです。対象領域

は、何もないと本当にいろいろなものが

来てしまうだろうということで提示してあ

ります。モチベーションとしては、インタ

ーネットがこれから発展するために必要

な基盤技術を対象にしたいということで

す。また、技術としては、まったく新しい

ものでなくても、これとこれを組み合わせ

ると面白いものになるといったことでもよ

いのです。

Q. このプロジェクトのゴールは事業化と

いうことですが、その時に開発者本人

はどの程度の権利を主張できますか？

できあがったものの事業化はIIJと一

緒に行ってもらうことになります。ただし、

事業化して会社を作ったら、知財はその

会社に移転して、その会社が自由にでき

るようにします。IIJは資本を入れますが、

開発者本人はその会社に対して経営参画
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ができます。

今回の事業の特徴は、IIJの中で行う

のではなく、別母体を作る点にあります。

なぜかというと、インターネット自体も、

NTTの中では技術的にはよくわかってい

て、研究所で研究もしていたけれど、そ

れを事業化しようとは決して思わなかっ

たという歴史があります。同じように、こ

れからインターネットが少し違う方向に発

展するならば、それはIIJが今やっている

ことの延長線上には、必ずしもないかも

しれない。そういう気持ちがあって、あ

えて別の組織を作りました。別に直接IIJ

の役に立たなくてもよくて、インターネット

の将来に貢献するものという理念です。

もちろん、できあがったものがIIJのサー

ビスに使えるようなものであれば、シナジ

ー効果が期待できますし。

Q. イノベーションは技術が大事でそこから

興すものですが、日本は新しい技術にチャ

レンジする場合に、社会環境が非常に未

熟で閉塞感があるという趣旨の発言を何

度かされていますね。法律や行政、産業

構造、大学教育などの要因が関係あると

思いますが、具体的にはどのあたりが問題

だと思われますか？

おそらく、全部含めてだと思います。

米国では、たとえばスタンフォード大学で

始めたものがどんどん巨大なビジネスに

なっていますよね。同様のものが日本に

あるかというと、思いつきません。大学

ベンチャーというのはそれなりにあります

が、さほどメジャーになったという話も聞

きません。

ここがこうだめだと端的に言うのは難

しいですが、米国ではエンジェル・ファン

ド（未公開のベンチャーに投資して支援

する個人投資家など）があって、毎日のよ

うにやってきては面白いねとお金を出し

てくれて、それで実績を作って、そのうち

ベンチャーキャピタルから出資してもらえ

るようになって……という道筋がありま

す。だから、どうしたらよいんだろうと悩

まなくてよいし、そういうことをやってきた

先輩もたくさんいる。しかし、日本だとど

うしたらよいかわからない。だから、そう

いう部分で背中を押すようなことができ

ればよいなと思っています。

Q. 会社を立ち上げるというのは本当にい

ろいろと面倒なことがありますが、技術者

出身の社長は、たとえば法務や財務、人事

の組織面に困っているという現状がありま

す。そういう部分は、IIJの専門部署が手助

けしてくれると考えてよいのですか？

はい。今までIIJが作ってきた会社は

そういう支援をしてきていますし、やらな

いと無理でしょうね。

Q. 解決すべき事柄が社会システムに及ん

だ場合、このプロジェクトだけでは対処が

難しくなり、行政や大学など社会システム

に対する働きかけも必要になってくるかも

しれませんが？

まだ実際には始まっていないので何と

も言えませんが、現在のところは大学の

先生方との情報交換レベルです。基本的

には、情報はどんどんオープンにしてい

くつもりです。秘密の技術だからと囲い

込まずに、いろいろな人に出入りしても

らって意見交換をしつつ、そこからいろ

いろな発想を生み出すような場を作りた

いとも思っています。そこに企業内の研

究所ではないことの意味があり、必ずし

もIIJの役に立つものということではなく、

日本から技術を発信して世界的に売って

いけるようなものを支援していきます。米

国で事業をするということも視野に入れ

NEWS REPORT
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ています。

どうも、ハードルが高いと受け止めら

れているきらいがあるようなのですが、そ

れほど難しく考えないで、自分がこうした

いという明確なイメージがあれば、そして

それが私たちの考えていることと合致す

れば対象になりますので、多くの応募を

お待ちしています。

Q. 最後に、ご自身の今後の目標やこのプ

ロジェクトにかける思いを聞かせてくださ

い。

まずは、ファーストラウンドで成功例を

出したと思っています。

私は通信の形はもう確実に変わってい

るのに、さまざまな物事がそれに対応し

きれていないという気がしています。電

気通信事業法もそうですし、通信とか放

送とか言いますが、もう通信とも放送とも

違う概念ができているのではないか、そ

うだとよいなと思っています。すごくイン

ターネット的な、マインドのあるユーザー

のコンピュータが、インテリジェンスを持

っていろいろなところとコラボレートしつ

つ、それを使う人やものともコミュニケー

ションを確立していく、そんなイメージの

社会を作りたい。

たとえば、Winnyの件はすごく悲しい

事件だと思っています。Winnyは優れた

ファイル交換システムですよね。あれはあ

れで通信サービスだと思うのです。しか

し、ひどい悪者にされていくのを、IPの

コネクティビティという従来のインターネッ

トの技術ではどうすることもできなかっ

た。P2Pの通信はもうすでに大変な量に

なっているのだから、これからのインター

ネットの次のサービスという地位を確立

できるようにするには、IIJの事業の中で

はできない何かが必要だろうと思ってい

ます。対象技術領域の図もそういった思

いで描いたものなのですが、わかりにく

かったですかね（笑）。

（聞き手：株式会社インプレスR&D
代表取締役社長井芹昌信

/執筆：柏木恵子）

（※1）公募の期間は2008年1月7日～2008年2月末
まで

（※2）2004年4月の法改正により、現在はこの通信事業
者の分類はなくなっている
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図　サービスのこれまでの発展と今後の進化
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2011年にIPv4アドレスは枯渇
日本と世界のIPv6最新動向
東京大学大学院情報理工学系研究科教授　江崎浩

これまでのIPv6技術の普及活動

1992年に神戸で開催されたINET92に

おける IAB（Internet Architecture

Board）の構造改革は、IPv6（当時は次世

代IP、IP next generationと呼ばれてい

た）に関する技術標準化の進め方（ガバ

ナンス＝統治）が大きな原因とされている。

1990年後半はIPv6技術詳細プロトコル群

およびソフトウェアアーキテクチャーの研

究開発が推進され、確立された時期であ

ったととらえることができるだろう。

1998年、筆者が産業界から大学に異動

したときの大きなミッションがIPv6の普及

に向けた核の形成とその面展開にあっ

た。KAMEプロジェクト/TAHIプロジェ

クト/USAGIプロジェクトを核とした参照

ソフトウェアの研究開発と、IPv6技術の

ネットワーク機器への実装の普及のため

の実証実験網での取り組みなどを推進し

た。当時は、欧米と日本におけるインター

ネットの常時接続の急速な進展により、

IPv4アドレスの枯渇が急速に進んでいた。

IPv4アドレスの消費速度は、ITバブル

崩壊などが原因で2000年代前半に減速

したため、一度はIPv6技術への社会的・

産業的な関心が薄れた感があったが、

BRICs諸国における経済発展とリンクし

た形でのインターネットの普及と、欧米に

おけるブロードバンド環境の進展が、再

びIPv4アドレスの消費速度を加速した。

その結果、すでに現在の新規割り当ての

ために存在するIPv4アドレスの在庫は

15％程度になっており、ほとんどの予測

が2011年頃には、新規割り当て用IPv4ア

ドレスが枯渇するとの結果を出している。

国際的な動きと普及状況

3つ の RIR（ Regional Internet

Registry）をはじめとして、ほとんどの国

のアドレスレジストリーが、IPv4アドレス

の枯渇への対処と、IPv6の導入の必要性

を、公的に広告・宣伝している。さらに、

IPv4アドレスの枯渇に関する問題は、

OECDやIGF（Internet Governance

Forum）における重要課題として認識さ

れるまでに至っている。

また、IPv4アドレスの枯渇への懸念の

深刻化のみならず、米国政府による連邦

情報システムならびに国防総省システム

のIPv6化は2008年とされており、数年前

から大規模システムインテグレーターが

IPv6への対応準備をしたり、2007年あた

りから、主要大手インターネットサービス

プロバイダー（ベライゾンやスプリントな

ど）が、次々とIPv6対応の発表を行うと

ともに、実際にIPv6アドレスの取得を行

ったりしている。さらに、米国ケーブルイ

ンターネットの大手企業であるコムキャス

トは、トリプルプレイの実現のために

IPv6技術の導入に向けた実践的な検討

を数年前から行ってきた。また、2月には

松下電工が北京オリンピックのメイン会場

の照明制御を、IPv6を用いて実現すると

の報道もされた。

IPv6の普及度をトラフィック量という

観点で見れば、残念ながら、IPv4のトラ

フィックの1％以下というのが現状であ

る。しかしながら、IPv6機能を搭載した

ネットワーク機器は、急速に増加してきて

いることは、ルートDNSへのAAAAレコ

ード（IPv4 はAレコードを、IPv6 は

AAAAレコードを使用）の問い合わせの

割合が、すでに10％を超えていることが

示している。また、NTT東日本やNTT

西日本での閉域網サービスとしてIPv6技

術 が 利 用 され る 事 例 、あ るい は

3GPP/3GPP2、WiMAX、さらには、

DOCSIS3.0の技術仕様においてIPv6技

術が必須な機能として定義されるように

なってきているのは、「IPv4アドレスの枯

渇」に起因していることは間違いないだ

ろう。

円滑なIPv6移行に関する検討

わが国では、このような状況を鑑み、

2007年8月から総務省により「インターネ

ットの円滑なIPv6移行に関する調査研究

会」（座長：東京大学名誉教授 齊藤 忠夫

教授）が組織され、インターネット技術の

専門家と、インターネット技術の開発と利

用に関わるステークホルダーからなる委

員会（主査：筆者）が設置され、精力的な

議論ならびに検討が行われてきた。種々

のサービスやアプリケーション、あるい

は家庭内のネットワーキングまでを含むよ

うな、総合的で実践的な技術検討を、専
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門家によって、これだけ集中的かつ精力

的に行っている例は、世界的にも非常に

稀であると考えられる。

本委員会では、IPv6の導入を前提とは

せず、IPv4アドレスの効率的な利用も含

めた実践的で現実的な解決法を、ビジネ

ス的視点に立って行っている。具体的に

は、数年後に迫ったIPv4アドレスの枯渇

に対応するための「IPv6への円滑な移行」

においては、（1）NAT/NAPT技術の利

用と、（2）IPv4アドレスの再割り当て/市

場取引の手法も取り入れた複合的な対応

と解決が必要であることを、ステークホ

ルダーの間で共有・認識できた。特に、

IPv6の導入とIPv6への移行は、避ける

ことが本質的に困難であり、すべての組

織と個人が対応するとともに、そのコスト

負担を金銭と労力の両面で負わなけれ

ばならない、との見識を共有できた。

本検討委員会での現時点での「解決

の方向性」は表のようになっている。

今後の課題

2011年頃に深刻化する「IPv4アドレス

資源の枯渇」により、IPv6の導入は急激

にその重要性と緊急性が再認識された

が、2011年頃にはそれ以外にも以下にあ

げるような問題が発生することが、専門家

の間では広く認識されている。

（a）アナログ地上波の停波

（b）暗号アルゴリズムの解読

（c）AS番号の枯渇

われわれは、これらの技術的問題を同

時に解決していかなければならない。さ

らに、「インターネットの高信頼化」

（dependable,trustable,sustainable）の実

現は、グローバルな問題意識であり、筆

者が理事（BoT：Board of Trustee）とな

って い る I S O C（ ※ ）に お い て は 、

「Trust&Identifier」と戦略的活動事項と

して、2007年12月の理事会において、正

式に承認・採択した。

IPv6技術の標準化は、1992年に神戸

で開催されたINET92において、ある意

味において再出発した。現在2008年で

あり、2011年までには3年の期間しか残

っていない。企業における設備投資サイ

クルおよび製品開発期間を考えれば、早

急で適切な対応が必須であることは、明

白となっており、われわれは実践性を持

った移行戦略の策定と実行を実現する必

要がある。わが国における検討と実践展

開は、世界中の関係者が注目しているも

のであり、世界への責任として、成功に

向けた協力体制を確立しなければならな

いと考える。

（※）URL：http://www.isoc.org/

追悼：萩野純一郎氏

“itojun”のアカウント名で知られる萩

野純一郎君が、37歳の若さで、2007年

10月29日、永眠された。KAMEプロジ

ェクトを通じたIPv6参照ソフトウェアの

研究開発やIETFにおける標準化活動

など、次世代インターネット技術の確立

と普及に向けて、献身的な貢献をされ

た。itojunのIPv6に関連する幅の広い、

そして情熱的な貢献と偉大な業績なし

には、今日のIPv6技術は存在すること

がなかっただろう。itojunは、長年尽力

されたIPv6がいよいよ本格的展開へ向

かおうとしている今日、それを見届ける

ことなく他界されてしまった。本当に、

残念である。われわれは、itojunの

IPv6への情熱と意志をしっかりと受け

とめ、IPv6の本格展開とIPv6を用いた

インターネットのさらなる発展を実現し

なければならない。こころからitojunの

ご冥福をお祈りする。

なお、2007年12月8日（土）にバンクー

バー（カナダ）で開催されたISOCの

BoTの会合において、「itojun Fund」基

金の創設が提案・承認された。ISOCが

公式に支援する基金は、IPアドレスの管

理やDNSシステムの設計展開など、イン

ターネットの創設と運用に多大な貢献を

行ったジョン・ポステル氏が他界された

際に創設されたJon Postel Awardのた

めの基金に続き、世界で2つ目である。

表 「インターネットの円滑なIPv6移行に関する調査研究会」における「解決の方向性」

（1）システムアーキテクチャーの評価軸

1セキュリティーリスク：NAT/NAPTを利用した場合のセキュリティーリスクに関する懸念と、

IPv6技術を用いた場合のセキュリティー機能の充実度とセキュリティーモデルの確立度に

関する懸念。

2大規模性：大規模かつミッションクリティカルなシステム運用/適用に耐えうる実装技術の

確立度に関する懸念。

3サービスの継続性：ビジネスとしての運用に関してのサービスの継続性への懸念。

（2）アーキテクチャーとしてのポイントと方向性

1「サービス」と「トランスポート」の分離。

・IPv4/IPv6トランスレーター機能は「サービス」であり、「トランスポート」とみなすべきではなく

「トランスポート」ネットワークの「エッジ」に設置すべき。

・「トランスポート」プロバイダーは、トランスレーター機能/サービスを提供するべきではない。

・「トランスレーター」サービスには、認証機能が必須

・すべてのサービス/アプリケーションは救えない。

2グローバルIPv4アドレスを用いて、サービス提供を行っているプロバイダーにおいても、問

題が発生してしまう。
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米国で拡大する行動ターゲティング

2007年よりインターネット広告の世界で

にわかに注目を集めている行動ターゲテ

ィング。米国の調査会社eマーケターの市

場調査によると、アメリカの行動ターゲテ

ィング広告費は2008年に10億ドルにまで

拡大。2011年には38億ドルへ成長すると

のことだ。また、米国行動ターゲティング

広告大手のレベニューサイエンスは、

2011年には大規模インターネットメディアの

広告在庫の30～50％は行動ターゲティン

グで販売されるとにらんでいるようだ。

日本でも行動ターゲティングは注目を集

めており、日本最大のインターネットポー

タルYahoo！JAPANも今後の広告の成

長戦略の中心に行動ターゲティング広告

を位置付けている。

ユーザーの興味にあった広告を配信

行動ターゲティングを一言で言うと、イ

ンターネット上での行動履歴を基に、一

人ひとりのユーザーに対して最適な広告

を配信する仕組みのことだ。ひとえに行

動ターゲティングと言ってもさまざまな仕

組みがあるが、一般的に行動ターゲティ

ングと言われているものは、ユーザーの

インターネット上での行動をいくつかのパ

ターンに分類し、その分類ごとに広告を

配信する方式となっている。

たとえば、一か月間に何度か分譲マン

ションのサイトを見ていたユーザーに対

して、行動ターゲティングによって不動産

に興味があるユーザーに分類すること

で、不動産と関連のないサイトにアクセ

スした際にも分譲マンションの広告を配

信できる。ハワイの観光情報サイトに複数

回アクセスした人をハワイ旅行に興味が

あるユーザーとして分類し、そのユーザ

ーに対してハワイの格安航空券の広告を

配信する。このように、各々のユーザー

の興味・関心にあった広告を配信する仕

組みが行動ターゲティング広告なのだ。

3つの行動ターゲティング

行動ターゲティングには大きく分けて3

つの配信方式がある。

1つ目は、先ほど記した、ユーザーの行

動履歴をいくつかのジャンルに分類して

配信する、ルールベースの行動ターゲテ

ィングである。ジャンル分けの方法はそ

の配信事業者が設定するのだが、その設

定（ルール）をベースにしたものなので、

ルールベースの行動ターゲティング、ある

いはルールベースのBT（Behavioral

Targeting）と呼ばれる。

2つ目の行動ターゲティングはリターゲ

ティングと呼ばれるものだ。これは一度広

告主のサイトに訪問したことのあるユー

ザーに対して、その広告主のサイトから

離脱して別のサイトにアクセスした際に、

その広告主の広告を配信して再来訪を促

す手法だ。商品に興味はあるが購入にま

でいたらなかったユーザーに対して再度

アプローチができる広告手法だ。購入ま

でのハードルが高い高額商材などのプロ

モーションに非常に有効な手法である。

今までは、サイトへ訪問したユーザー

に対する継続的なアプローチをするマー

ケティングはメールマガジンの購読など、

個人情報を獲得してユーザーを囲い込む

という高いハードルを越えなくてはいけな

かったが、リターゲティングによって、個人

情報を獲得することなくサイト訪問後のユ

ーザーへのアプローチが可能になった。

今までのオンラインマーケティングでは

抜け落ちていた領域であり、今後の発展

が見込める配信手法である。

3つ目の行動ターゲティングはサーチリ

ターゲティングと呼ばれるものだ。これは

Yahoo!やGoogleなどの検索エンジンか

らのアクセスに対してリターゲティングす

る仕組みだ。検索したキーワードごとに

配信する広告を変更できるので、ユーザ

ーのより細かいニーズにあった広告の配

信が可能になる。

たとえば検索エンジン経由で不動産の

サイトに訪問したユーザーがいたとしよ

う。このユーザーが「分譲マンション」と

いうキーワードで訪問したのか「投資用

マンション」というキーワードで検索した

のかによってこのユーザーのニーズは異

なる。検索リターゲティングでは、検索キ

ーワードごとに訴求内容を変えた広告を

配信することが可能になる。ユーザーは

そのサイトを離れて別のサイトにアクセス

した際に、この不動産サイトの広告を目に

検索連動型広告の補完市場として急拡大
行動ターゲティング広告の概要
株式会社マイクロアド　代表取締役社長　渡辺健太郎
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することになる。このユーザーが「投資用

マンション」というキーワードで検索してい

たとしたら、投資用マンションを訴求のメ

インにした広告を目にすることになるのだ。

今後の動き

行動ターゲティング広告が注目されてい

る背景のひとつに、通常のバナー広告の

販売不振が考えられる。ネット広告市場

は、全体としては年率130％の成長をほ

こり、未だ衰えていないが、ここ数年の

成長を支えているのは検索連動型広告の

伸びであり、バナー広告の伸びは鈍化し

ている。バナーの販売をてこ入れしたい

媒体社と、検索連動型広告の次のマーケ

ティング手法を求めている広告主サイドの

ニーズが一致した格好になり、注目を浴

びているのである。

そういった背景を考えると、検索連動

型広告を補完するような行動ターゲティン

グ広告の使われ方が今後急速に広がって

いくと考えられる。

さきほど記したサーチリターゲティング

広告などはまさに検索連動型広告を補完

する行動ターゲティング広告である。

2008年の検索連動型広告の市場規模は

2000億に成長すると言われているが、こ

の10～20％程度の補完市場がサーチリ

ターゲティングの市場として誕生するので

はないだろうか。また、行動ターゲティン

グ広告のニーズが高まってくると、ユーザ

ーの行動履歴の中でより消費行動に近い

と考えられるコンテンツを所有している

サイトの価値が高まると予想する。具体

的には比較サイトや専門性の高いサイト

で、これらのサイトへの訪問履歴は非常

に価値の高いものになるだろう。検索履

歴やこれらの専門サイトの行動履歴をも

とに販売が苦戦しているバナーの広告枠

の有効活用が進むことになるだろう。

（※）著者は『行動ターゲティングページビュー神話の
終焉』（インプレスジャパン）を執筆。

検索エンジン

広告

アフィリエイト

流入

流入

流入

さまざまな流入経路からサイトへユーザーが訪問

広告主サイトを訪問1

サイトから離脱2 後日、ブログなどを閲覧3

サイトを再訪問5

リターゲティング広告をクリック！4

ウェブサイト
ブログなど

訪問

成約にいたるのは
ごく一部のユーザーだけ

離脱したユーザーは
その後も追跡！

行動ターゲティング以前のインターネット広告

行動ターゲティング導入後の
インターネット広告 アクセスする人の

行動履歴によって、
表示される広告が変わる

ゲーム内のコンテンツには、
ゲームの広告
誰がアクセスしても
同じ広告

Aさん Bさん Cさん

Aさん Bさん Cさん

ゲームのコンテンツ

ゲームの広告

ゲームのコンテンツ

健康食品の
広告

航空券の
広告

ビールの
広告

図3 リターゲティング広告の仕組み

図1 行動ターゲティング広告の仕組み

ユーザーが特定のサイトにアクセスすると、3で分類したジャンルに沿って広告を配信4

ユーザーがある特定のサイトにアクセスすると、ウェブブラウザーにIDが割り振られる1

サイトの閲覧履歴データが蓄積される2

ニュース

自動車サイト

美容サイト

交通情報 天気予報

自動車の広告 美容の広告 旅行の広告

Aさん

Aさん Bさん Cさん Dさん

Bさん Cさん

行動ターゲティング
広告配信用サーバー

旅行サイト

育児サイト

専門サイト

ウェブブラウザー

閲覧履歴データを元に、ユーザー（ウェブブラウザー）を分類3

図2 行動ターゲティングで広告を配信する仕組み
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SaaSとASPの共通点と相違点

SaaS（Software as a Service）が注目を

集めている。インフラとしての十分な整

備を終えつつあるインターネット上で、従

来のソフトウェアが別なものに変質しよう

としている。SaaSを説明しようとしたとき、

まず問題になるのがASP（Application

Service Provider）との違いだろう。

ベンダーが所有するインフラで稼動す

るアプリケーション機能を利用するとい

う観点からは、両者に違いはないように

見える。SaaSベンダーと言われる当事者

側でも、「ASP＝SaaS＝オンデマンドソフ

トウェア」といった表現もされているし、

そうしたソフトウェアの提供形態を指して

「SaaS/ASP」という並列表記も見られる。

両者ともソフトウェアをサービスとして提

供するという基本的なコンセプトは同じ

である。SaaSは、ASPの発展した形態

とみなすことには異論はないだろう。

しかし、salesforce.comのサービスが

SaaSの代表的な例だとすると、これまで

ASPと呼ばれていたサービス（これ自体

千差万別で、Exchange Serverのホステ

ィングサービスもASPであるし、特定業

種の専用アプリケーションのASPもあ

る）とSaaSと呼んでいるものには、それ

なりの違いも存在すると考えている。

SaaSのメリット①導入コストの低減

SaaSを導入する際の企業ユーザーの

メリットを見ていきたい。といっても、こ

こで挙げるメリットは、今のところASPと

SaaSを区別する必然性はない。もちろん

ネットワークの高速化や、サーバーの高

パフォーマンス化が背景にあるため、

ASPという概念が出てきた当時に比べ使

い勝手は格段に向上しているが、多くの

特徴は変化していない。

企業にとってのASP/SaaSを利用する

ひとつのメリットは、導入に際しての敷居

が低いことや、すぐに利用が開始できる

点だ。ハードウェアの低価格化が進む一

方で、ビジネスソフトウェアのライセンス

は相対的に高価になってきている。定期

的な買い換えが当然のコンピュータに対

して、定番となったアプリケーションはバ

ージョンアップしながら使われ続ける。

ベンダーサイドでは、新規の販売本数と

バージョンアップ分の本数を予想し、必

要な売上確保を図るわけだが、コンピュ

ータ普及期とは異なり、新規購入本数が

爆発的に増大するとは考えにくい。数年

に一度のバージョンアップがある前提で、

新規導入価格とバージョンアップ料の差

も小さくなってきている。こうしたビジネ

スアプリケーションを社員の人数分のラ

イセンスとなると、100人程度の企業でも、

一度に数百万円程度の出費となるのは珍

しいことではない。

これに対してSaaSの場合は、導入に

際して、多くの場合月額（あるいは年額）

利用料で済み、契約期間中はバージョン

アップ料金を必要とせずに常に最新バー

ジョンの利用が可能だ。前払いライセン

ス料を気にせずに、運用を中止すること

もできる。また、利用者の増減に対応し

た処理も時間がかからず、その場合全体

でのコストの変動は微々たるものだ。

ただ、確かに導入コストが低いのはメ

リットだが、企業規模とライセンス価格に

よっては、長期的にはライセンスモデルと

SaaSモデルが逆転するケースも考えられ

る。もっとも、市場の変化の激しい昨今

において、3年の減価償却を強いられる

ライセンス購入より、ASP/SaaSモデルの

ほうが、経営的にはメリットがあるとも言

える。

SaaSのメリット②管理工数の削減

ASP/SaaSの利用において、直接コス

ト以上に企業を利するのが、管理工数の

削減である。数十台、数百台のパソコン

にビジネスで利用するソフトウェアを入

れ、これを管理していくのは非常に手間

がかかる。

多くの企業ではシステム部門がこの任

に当たっているが、人数分のパッケージ

をそろえ、プロダクトIDを集中管理し、

インストールは個々人にやらせるとして

も、その際の、そして使用中のトラブル対

応を受け持っており、導入にとどまらず運

用にも貴重な工数を割いている。

マシントラブルの際にはデータ復旧や

再インストールの必要もあるし、ベンダー

からアップデータが出てくれば、その配布、

新しいソフトウェア環境をユーザーに提供
SaaS導入のメリットと今後の可能性
ライター　狐塚淳
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適用も必要になる。こうした負担を軽減

し、サービス提供者側の集中管理にゆだ

ねることで、システム部の管理工数の大

幅な削減が可能になる。サービスの契約

管理だけであれば、わざわざシステム部

が担当する必要もなくなるだろう。

さらに、セキュリティの問題もある。個

人情報保護やJ-SOX法がらみの事業継続

を意識した場合、セキュリティ管理は企

業サイドの重要案件だ。各企業は独自の

セキュリティポリシーを作成してこの対策

にあたっているが、経済産業省が提示す

る「情報セキュリティ管理基準」を個別の

企業（特に中小企業では）が対応するの

は難しい。

SaaSの場合、有料サービスであれば、

こうした情報セキュリティ管理の多くを提

供者側に委託することができる。社外に

データを出すことに不安を感じる向きも

多いだろうが、データ授受の暗号化や管

理体制などがしっかりしていることは

SaaS提供者側にとっては生命線であるた

め、企業が社員個々の教育を強化するよ

りも簡単に安全性の強化が可能となる。

最近、シンクライアントに注目が集まり、

デスクトップパソコンをリプレースしてい

く割合が増加していくだろうと言われて

いるのも、企業のシステム部門が管理工

数削減の必要に迫られ、セキュリティ強

化を要請されてのものだ。

SaaSが企業にもたらすメリットもこの部

分であり、これは時代のニーズにマッチ

していると言えるだろう。

SaaSのメリット③

ユーザーのためのソフトウェアの誕生

おそらくここで述べる点のみが、SaaS

（あるいは進化したASP）を特徴づけるポ

イントである。SaaSは従来のソフトウェア

を越えた新しいソフトウェア環境をユー

ザーに提供する可能性を持っている。

SaaSベンダーは、自社のアプリケーシ

ョンの機能をパートナー企業やサードパ

ーティのベンダーが拡張できるプラットフ

ォームを提供する。公開されたAPIを利

用することで、ソフトウェア開発のスピー

ドアップを実現するとともに、柔軟な発展

が可能だ。従来、ベンダーの中で閉じて

いた個々のソフトウェアが有機的に連携

し、ユーザーは個々のソフトを利用する

というよりも、幾多のソフトウェアのなか

から利用したい機能、必要なサービスを

選び取るという感覚で、ブラウザーベー

スでの使用が実現できる可能性がある。

既存のASPと差別化される一番の特徴

はこれだろう。さらに、マルチテナントに

よるカスタマイズの自由さが、選び取った

サービス＝ソフトウェアをユーザーに必要

な形（ユーザーインターフェイス、データ

ベースのフィールドの追加など）で提供す

る。業務をソフトウェアに合わせるので

はなく、必要な機能のみで構成されたソ

フトウェアを業務に適する形で利用する

ことが可能になる。

たとえば、s a l e s f o r c e . c o m の

「AppExchange」は、同社の顧客やパー

トナーが、同社のプラットフォームを介し

てアプリケーションの配布や共有を可能

にしている。米国では数百のアプリケー

ションが利用でき、アプリケーションのラ

ンキング情報も掲載されている。また、

Netsuiteの「SuteFlex」は、新しい機能の

追加やユーザーインターフェイスの変更、

フォームのカスタマイズやダッシュボード

のカスタマイズが可能であったり、サード

パーティのアプリケーションとの統合機能

も持っている。単一のソースコードを全

ユーザーが共有していることを活かして、

オープンソースコミュニティで自社製品を

拡張するソフトウェア開発を行っている。

従来のオリジナルのシステム開発と比

較はできないが、SaaSは多様な選択肢を

ユーザーに提供する。自社のためのソフ

トウェアが短期間・低コストで実現できる

ようになったことにこそ、ユーザー企業に

とってのSaaSの意味があるのだ。

※□部分は、運用上の管理のため継続的。その他は導入時の管理項目で一過的な作業

表　SaaSコスト発生例（ビジネスアプリケーションを例に）

従来型ソフトウェアの企業内管理負荷

・社員数分のライセンス購入

・ID管理

・インストールサポート

・利用サポート

・障害時サポート（再インストールなど）

・パッチなど配布・適用管理

・社員増減による追加ライセンス購入

・バージョンアップ対応

SaaS利用時の企業内管理負荷

・社員数分の利用規約

・ID管理

・社員増減による追加利用規約


